
新

ん及び利子及び保証料

規

補

給 給

完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 大峽武

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3425

事務事業名 4182 金融対策事業

所　　属 150300 産業振興部・商業観光課

施　　策 06023200 商業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 070102 商工費・商工費・商工業振興費
科目

事業 020000 金融対策事業

事業目的 事業概要・効果 

中小企業者に対し、経営上必要とする資金の融資あっ 新型コロナウイルス感染症により経営に影響を受けた

せん、金融保証料及び利子補給を行うことにより、中 事業者をはじめ、中小・小規模企業者の皆様の資金繰

小企業の振興を図る。 りを支援するため、継続して金融保証料及び利子補給

を行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　

内

実績

制度資金 融資あ

部

っせん（市:件数13

評

0件、融資金額1,4

価

制度資金 融資あっせ

【

ん（市:件数106件

二

、融資金額335

51

次

,057千円、県:件

】

数18件、融資金額6

1

23,600千円）、

頁

,140千円、県:件

令

数28件、融資金額2

和

14,100千円）、

　

利

利子及び保証料補給

４

金（市:件数214件

年

、融資金額72,4 子

度

及び保証料補給金（市

　

:件数103件、融資

行

金額11,123

66

政

千円、県:件数18件

評

、融資金額11,32

価

0千円） 千円、県:件

事

数28件、融資金額4

業

,210千円）

令和 

別

4年度　予定 令和 5

シ

年度　予定

市・県制度

ー

資金の融資あっせん及

ト

び利子及び保証料補 市

実

・県制度資金の融資あ

計

っせん及び利子及び保

対

証料補

給 給

令和 6年

象

度　予定 令和 7年度

評

　予定

市・県制度資金

価

の融資あっせん及び利

対

子及び保証料補 市・県

象

制度資金の融資あっせ



債 0 0

その他 1,000,000 1,000,000

一般財源 5,327 43,160

正規職員 0.9 0.9
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.2 0.2

正規職員 6,399.9 6,399.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 308.2 308.2

計 6,708.1 6,708.1

市民一人当たりの経費 19.6 20.1

総額 1,024,806.1 1,049,868.1

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需

内

用費 0

12節 委託費

部

0

14節 工事請負費

評

0

金融保証料及び利子

価

補給金15,333
1

【

8節 負担金補助及び

二

交付金 15,333

預

次

託金1,000,00

】

0 会計年度任用職員

2

報酬･手当2,254

頁

 会計年度任用職員社

指

その他 1,002,7

 

65
会保険料380 

標

郵便料131

 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 1,018,098 1,043,160

国庫支出金 12,771 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方



委

内部の管理上の課題解

託

決に貢献しているか

・

費

事業の目的が達成でき

1

るような事業内容にな

4

っているか

経済動向を

節

注視しながら、国や県

 

の財源・制度を活用し

工

必要となる事業者に必

事

要な支援を行う。

評 

請

  価

コメント

・成果

負

を落とさずにコストを

費

削減する方法はあるか

1

効 率 性 ・効率性向

8

上に努めているか 変わ

節

らない

・使用料などの

 

受益者負担や補助対象

負

事業の範囲など、財源

担

確保の余地はないか

預

金

託金の貸付先の金融機

補

関など関係機関と連携

助

し、事業者に制度の周

及

知など広く行う。

評 

び

  価

コメント

振り返

交

り（決算年度の取組み

付

課題）

前年度よりも融

金

資金額・申請件数が大

そ

幅に減っているが、今

の

後も新型コロナウイル

他

ス感染症や物価高騰等

Ｃ

による影響で、

資金繰

Ｈ

りに困られている中小

Ｅ

事業者のため継続的な

Ｃ

支援を行う。

Ｋ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費88
10節 需用

和

費 88

12節 委託費

 

0

14節 工事請負費

4

0

金融保証料及び利子

年

補給金40,000
1

度

8節 負担金補助及び

当

交付金 40,000

預

初

託金1,000,00

予

0 会計年度任用職員

算

報酬･手当2,403

　

 会計年度任用職員社

事

その他 1,003,0

業

72
会保険料417 

費

旅費120 郵便料1

の

32

ＣＨＥＣＫ

個別評

内

価

項目 評価観点 評価内

訳

容

・市民の生命・財産

主

を守るため市が実施す

な

ることが必要不可欠な

節

事業であるか

・行政内

金

部の管理運営上必要な

額

事業であるか

必 要 

内

性 ・市が主体となり実

容

施すべき事業か 高い

・

7

法的な根拠や公的関与

節

の妥当性はあるか

・目

 

的は結果（施策の目指

 

す理想）に結びついて

報

いるか

新型コロナウイ

償

ルス感染症より経営に

費

影響を受けた事業者を

1

はじめ、中・小規模企

0

業者の資金繰りを支援

節

する

ため、継続して金

 

融保証料及び利子補給

需

を行う。
評   価

コ

用

メント

・事業の成果は

費

上がっているか

・目標

1

に対する達成度は十分

2

か

有 効 性 ・市民生

節

活上の課題解決に貢献

 

しているか 普通

・行政



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

地域経済の発展はもとより、新型コロナウイルス感染 中小企業者が安定して経営を行うための支

内

援策として

症や物価高

部

騰等の影響を受けてい

評

る中小企業者への資 、

価

重要であり必要不可欠

【

な施策である。

金繰り

二

に対する支援は必要不

次

可欠であり、経営基盤

】

を

安定させるためにも

4

本事業は有効な施策の

頁

一つである

。

外部評価

Ａ

次年度以降の方向性

外

Ｃ

部評価コメント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

ED化事業補助

街路灯

規

電気料補助事業 45

完

0千円 街路灯電気料補

了

助事業

わざわざ店等開

事

設支援事業 6,50

業

0千円 わざわざ店等開

ゼ

設支援事業

商業団体等

ロ

が行う事業等に対する

予

補助 6,500千円

算

商業団体等が行う事業

事

等に対する補助

令和 

業

6年度　予定 令和 7

担

年度　予定

中心市街地

当

活性化事業補助 中心市

者

街地活性化事業補助

街

全

路灯設置及びLED化

体

事業補助 街路灯設置及

計

びLED化事業補助

街

画

路灯電気料補助事業 街

経

路灯電気料補助事業

わ

費

ざわざ店等開設支援事

区

業 わざわざ店等開設支

分

援事業

商業団体等が行

内

う事業等に対する補助

線

商業団体等が行う事業

事

等に対する補助

務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 大峽武

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3425

事務事業名 4183 商業振興事業

所　　属 150300 産業振興部・商業観光課

施　　策 06023200 商業の活性化

会計 01 一般会計
予算

科目 070102 商工費・商工費・商工業振興費
科目

事業 030000 商業振興事業

事業目的 事業概要・効果 

商業者及び商業団体等の実施事業支援、商業の現状把 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を

握及び課題対応により、商業の振興を図る。 活用し、新型コロナウイルス感染症の影響で落ち込ん

サービス産業振興につながる事業者・団体の活動に対 だ須坂市経済の活性化を図るため、売上が減少した事

し、関係機関との連携を図り、起業支援や活動支援

内

を 業者の支援を行うと

部

ともに、消費の喚起を

評

促す。

通じて商業の振

価

興を図る。

ＰＬＡＮ－

【

ＤＯ

年度実績及び予定

二

令和 2年度　実績 令

次

和 3年度　実績

中心

】

市街地活性化事業補助

1

 687千円 中心市街

頁

地活性化事業補助 2

令

,503千円

街路灯設

和

置及びLED化事業補

　

助 224千円 街路灯

４

設置及びLED化事業

年

補助 122千円

街路

度

灯電気料補助事業 3

　

70千円 街路灯電気料

行

補助事業 400千円

政

わざわざ店等開設支援

評

事業 6,618千円

価

わざわざ店等開設支援

事

事業 3,916千円

業

商業団体等が行う事業

別

等に対する補助 6,

シ

500千円 商業団体等

ー

が行う事業等に対する

ト

補助 6,500千円

実

令和 4年度　予定 令

計

和 5年度　予定

中心

対

市街地活性化事業委託

象

料 7,878千円 中

評

心市街地活性化事業補

価

助

街路灯設置及びLE

対

D化事業補助 700

象

千円 街路灯設置及びL



令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 175,015 191,652

国庫支出金 155,777 162,000

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 5,452 5,020

一般財源 13,786 24,632

正規職員 1.8 1.6
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 2.1 2.2

正規職員 12,799.8 11,377.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 3,236.1 3,390.2

計 16,035.9 14,767.8

市民一人当たりの

内

経費 3.7 3.9

総額

部

191,050.9 2

評

06,419.8

（単

価

位：千円）

令和 3年

【

度決算　事業費の内訳

二

主な節 金額 内容

7節 

次

 報償費 0

消耗品26

】

2、燃料費83、印刷

2

製本費3,122、光

頁

熱水費173、修繕料

指

196
10節 需用費

 

3,836

テイクアウ

標

ト・デリバリー応援事

 

業2,000
12節 

名

委託費 2,000

14

算

節 工事請負費 0

お店

　

限定応援商品券事業補

　

助金148,465、

式

商業団体強化育成事業

単

補助金6,5
18節 

位

負担金補助及び交付金

年

164,408
00、

　

わざわざ店補助3,9

　

16、中心市街地活性

度

化補助金2,503、

令

その他3,024

会計

和

年度任用職員報酬2,

 

373、社会保険料3

3

93、郵便料847、

年

電話料99、広
その他

度

4,771
告料528

令

、機器賃借料332、

和

借上料93、旅費10

 

6

4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 新規開設店舗累計数

算　　式 前年度までの新規開設店舗累計数に当該年度新規開設店舗数を加えた数 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 11 18 24 31 37
目 標 値

実 績 11

指標選定 新規出店によるにぎわい創出

の 理 由

最終年度 新規出店数

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）



委

評   価

コメント

・

託

事業の成果は上がって

費

いるか

・目標に対する

1

達成度は十分か

有 効

4

 性 ・市民生活上の課

節

題解決に貢献している

 

か 有効

・行政内部の管

工

理上の課題解決に貢献

事

しているか

・事業の目

請

的が達成できるような

負

事業内容になっている

費

か

商品券、わざわざ店

1

補助、商業団体強化育

8

成補助、中心市街地活

節

性化事業補助など、ニ

 

ーズに沿った支援を行

負

なう。
評   価

コメ

担

ント

・成果を落とさず

金

にコストを削減する方

補

法はあるか

効 率 性

助

・効率性向上に努めて

及

いるか 変わらない

・使

び

用料などの受益者負担

交

や補助対象事業の範囲

付

など、財源確保の余地

金

はないか

国庫補助など

そ

活用する。

評   価

の

コメント

振り返り（決

他

算年度の取組み課題）

Ｃ

地域おこし協力隊制度

Ｈ

を活用し、空き店舗の

Ｅ

情報収集及び情報提供

Ｃ

を行うとともに、わざ

Ｋ

わざ店補助により空き

個

店舗の解

消、賑わい創

別

出が図れた。コロナの

評

影響等で経営が苦しい

価

事業者に対し、国の財

項

源や制度を活用し経営

目

支援を行う。

評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品270、光熱水費1

和

32、燃料費71、印

 

刷製本費3,300、

4

修繕料2,200
10

年

節 需用費 5,973

度

中心市街地活性化事業

当

（地方創生推進交付金

初

）7,878、専門家

予

派遣90
12節 委託

算

費 7,968

14節 

　

工事請負費 0

補助金1

事

69,050、地域お

業

こし協力隊活動費負担

費

金2,000、まちの

の

駅負担金15
18節 

内

負担金補助及び交付金

訳

171,273
0、そ

主

の他73

会計年度任用

な

職員報酬3,760、

節

期末手当740、社保

金

料600、旅費270

額

、使用料
その他 6,4

内

38
及び賃借料501

容

、役務費560、公課

7

費7

ＣＨＥＣＫ

個別評

節

価

項目 評価観点 評価内

 

容

・市民の生命・財産

 

を守るため市が実施す

報

ることが必要不可欠な

償

事業であるか

・行政内

費

部の管理運営上必要な

1

事業であるか

必 要 

0

性 ・市が主体となり実

節

施すべき事業か 高い

・

 

法的な根拠や公的関与

需

の妥当性はあるか

・目

用

的は結果（施策の目指

費

す理想）に結びついて

1

いるか

コロナの影響で

2

落ち込んだ経済対策と

節

して、お店限定応援商

 

品券事業を実施した。



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

新型コロナウイルス感染症等の影響により消費が落ち 新型コロナウイルス感染症の影響で落ち込

内

んだ須坂市

込んだ個々

部

の商店に活気を取り戻

評

し、ひいては市街地 経

価

済の活性化を図るため

【

、事業者支援及び消費

二

喚起を

全体の活性化に

次

ついて商業者自らが考

】

え、取り組むた 促す必

4

要がある。

めにも必要

頁

な支援であり、有効な

Ａ

施策である。

外部評価

Ｃ

次年度以降の方向性

外

Ｔ

部評価コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

数料、備品購入費及び

規

機器賃借料、修繕費 委

完

託、手数料、備品購入

了

費及び機器賃借料、修

事

繕費

その他観光施設 そ

業

の他観光施設

指定管理

ゼ

業務委託（４施設） 指

ロ

定管理業務委託（４施

予

設）

算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 荒井

全体計画 経費区分 － 内線 3425

事務事業名 4185 観光施設管理事業

所　　属 150300 産業振興部・商業観光課

施　　策 06023300 地域資源を活かした観光の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 070103 商工費・商工費・観光費
科目

事業 010000 観光施設管理事業

事業目的 事業概要・効果 

観光客の皆様が、安全で快適に楽しんでいただけるよ 米子大瀑布、五味池破風高原、峰の原高原等を中心と

う、適切に施設の維持管理を行う。 した観光地や、ふれあい健康センター(湯っ蔵んど)等

 観光施設の維持管理に係る事業を行う

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

須坂市ふれあい健康センター（湯っ蔵んど）保

内

守点検 須坂市ふれあい

部

健康センター（湯っ蔵

評

んど）保守点検

委託、

価

手数料、備品購入費及

【

び機器賃借料、修繕費

二

23 委託、手数料、備

次

品購入費及び機器賃借

】

料、修繕費

,660千

1

円 その他観光施設

その

頁

他観光施設4,059

令

千円 指定管理業務委託

和

（４施設）

指定管理業

　

務委託（４施設）

令和

４

 4年度　予定 令和 

年

5年度　予定

須坂市ふ

度

れあい健康センター（

　

湯っ蔵んど）保守点検

行

須坂市ふれあい健康セ

政

ンター（湯っ蔵んど）

評

保守点検

委託、手数料

価

、備品購入費及び機器

事

賃借料、修繕費 委託、

業

手数料、備品購入費及

別

び機器賃借料、修繕費

シ

その他観光施設 その他

ー

観光施設

指定管理業務

ト

委託（４施設） 指定管

実

理業務委託（４施設）

計

令和 6年度　予定 令

対

和 7年度　予定

須坂

象

市ふれあい健康センタ

評

ー（湯っ蔵んど）保守

価

点検 須坂市ふれあい健

対

康センター（湯っ蔵ん

象

ど）保守点検

委託、手



0,000
目 標 値

実 績 621,600

指標選定 観光地利用者統計調査による数値のため

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 66,088 69,026

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 61 8,001

一般財源 66,027 61,025

正規職員 1.3 1.3

内

人員数
会計年度（フル

部

） 0.3 0.3
（人）

評

会計年度（パート） 0

価

.0 0.0

正規職員 9

【

,244.3 9,24

二

4.3

人　員 会計年度

次

（フル） 988.5 9

】

88.5

コスト 会計年

2

度（パート） 0.0 0

頁

.0

計 10,232.

指

8 10,232.8

市

 

民一人当たりの経費 1

標

.5 1.5

総額 76,

 

320.8 79,25

名

8.8

（単位：千円）

算

令和 3年度決算　事

　

業費の内訳

主な節 金額

　

内容

7節  報償費 0

式

修繕費13,325　

単

ほか333
10節 需

位

用費 13,658

指定

年

管理者委託料15,4

　

81　ほか4,569

　

12節 委託費 20,

度

050

五味池工事　4

令

81
14節 工事請負

和

費 481

市民無料入浴

 

負担金7,399 ほ

3

か13,243
18節

年

 負担金補助及び交付

度

金 20,642

報酬1

令

,956、給料2,4

和

97、職員手当等82

 

0、共済費970、役

4

務費1,564、使用

年

その他 11,257
料

度

及び賃借料986、備

令

品購入費2,464

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 観光施設入館者数

算　　式 湯っ蔵んど入館者数/年間 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 未定 未定 未定 未定 280,000
目 標 値

実 績 199,155

指標選定 施設管理事業にて維持管理を行っている施設であるため。

の 理 由

最終年度 近年は近隣に類似施設が多くある中、入館者数は逓減傾向にあるため2019年度（令和元年度）278,971人の入

目標の根拠 館者数を維持する

指 標 名 観光地利用者数

算　　式 観光地利用者統計調査による 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 550,000 650,000 700,000 750,000 80



委

行政内部の管理上の課

託

題解決に貢献している

費

か

・事業の目的が達成

1

できるような事業内容

4

になっているか

●湯っ

節

蔵んどは市民の福祉施

 

設として、市民生活に

工

貢献している

評   

事

価

コメント

・成果を落

請

とさずにコストを削減

負

する方法はあるか

効 

費

率 性 ・効率性向上に

1

努めているか 変わらな

8

い

・使用料などの受益

節

者負担や補助対象事業

 

の範囲など、財源確保

負

の余地はないか

●今後

担

も効率性を考慮し、維

金

持修繕に努める。

評 

補

  価

コメント

振り返

助

り（決算年度の取組み

及

課題）

●利用者が快適

び

に利用できるよう観光

交

施設の維持管理に努め

付

、適正に管理できた。

金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

謝礼5
7節  報償費

令

5

消耗品費293、光

和

熱水費354、修繕費

 

31,357
10節 

4

需用費 32,004

施

年

設管理委託料1,09

度

0、保守委託4,29

当

0、指定管理者委託料

初

15,481 ほか1

予

,7
12節 委託費 2

算

2,631
70

14節

　

 工事請負費 0

市民無

事

料入浴負担金8,80

業

0 ほか49
18節 

費

負担金補助及び交付金

の

8,849

報酬1,9

内

96、職員手当等40

訳

7、共済費383、役

主

務費1,765、使用

な

料及び賃借料
その他 5

節

,537
986

ＣＨＥ

金

ＣＫ

個別評価

項目 評価

額

観点 評価内容

・市民の

内

生命・財産を守るため

容

市が実施することが必

7

要不可欠な事業である

節

か

・行政内部の管理運

 

営上必要な事業である

 

か

必 要 性 ・市が主

報

体となり実施すべき事

償

業か 普通

・法的な根拠

費

や公的関与の妥当性は

1

あるか

・目的は結果（

0

施策の目指す理想）に

節

結びついているか

●施

 

設維持に必要な修繕等

需

を実施した。

評   

用

価

コメント

・事業の成

費

果は上がっているか

・

1

目標に対する達成度は

2

十分か

有 効 性 ・市

節

民生活上の課題解決に

 

貢献しているか 有効

・



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

観光施設の維持管理を適切に行うことで安全性の確保 観光施設の適切な維持管理は、来訪客の安

内

全確保やサ

やサービス

部

の向上を図り、来訪客

評

の満足度を高めるた ー

価

ビスの向上に繋がる施

【

策である。

めにも必要

二

な施策である。

外部評

次

価

次年度以降の方向性

】

外部評価コメント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

業務委託等による観

光

規

誘客 光誘客

完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 荒井

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3425

事務事業名 4186 観光・誘客宣伝事業

所　　属 150300 産業振興部・商業観光課

施　　策 06023300 地域資源を活かした観光の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 070103 商工費・商工費・観光費
科目

事業 020000 観光・誘客宣伝事業

事業目的 事業概要・効果 

観光宣伝及びイベント等の開催により観光誘客を図る コロナ禍の状況ではあるが、観光パンフレットの作成

や観光情報の提供、観光案内誘客業務委託（須坂市観

光協会）や観光PR業務委託等により、観光誘客を図る

。

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

観光パンフレットの作成、観光情報の提供 観

内

光パンフレットの作成

部

、観光情報の提供

観光

評

案内誘客業務委託(2

価

1,600千円)や観

【

光ＰＲ業務委 イベント

二

の実施

託(8,000

次

千円)等による観光誘

】

客 観光案内誘客業務委

1

託(21,600千円

頁

)や観光ＰＲ業務委

託

令

(8,000千円)等

和

による観光誘客

令和 

　

4年度　予定 令和 5

４

年度　予定

観光パンフ

年

レットの作成、観光情

度

報の提供 観光パンフレ

　

ットの作成、観光情報

行

の提供

イベントの実施

政

イベントの実施

観光案

評

内誘客業務委託や観光

価

ＰＲ業務委託等による

事

観 観光案内誘客業務委

業

託や観光ＰＲ業務委託

別

等による観

光誘客 光誘

シ

客

令和 6年度　予定

ー

令和 7年度　予定

観

ト

光パンフレットの作成

実

、観光情報の提供 観光

計

パンフレットの作成、

対

観光情報の提供

イベン

象

トの実施 イベントの実

評

施

観光案内誘客業務委

価

託や観光ＰＲ業務委託

対

等による観 観光案内誘

象

客業務委託や観光ＰＲ



550,000 650,000 700,000 750,000 800,000
目 標 値

実 績 621,600

指標選定 観光地利用者統計調査による数値のため

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 67,750 84,908

国庫支出金 0 37,240

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

そ

内

の他 33,335 1,

部

000

一般財源 34,

評

415 46,668

正

価

規職員 1.7 1.7
人

【

員数
会計年度（フル）

二

0.5 0.5
（人）

会

次

計年度（パート） 0.

】

0 0.0

正規職員 12

2

,088.7 12,0

頁

88.7

人　員 会計年

指

度（フル） 1,647

 

.5 1,647.5

コ

標

スト 会計年度（パート

 

） 0.0 0.0

計 13

名

,736.2 13,7

算

36.2

市民一人当た

　

りの経費 1.6 1.9

　

総額 81,486.2

式

98,644.2

（単

単

位：千円）

令和 3年

位

度決算　事業費の内訳

年

主な節 金額 内容

7節 

　

 報償費 0

印刷製本費

　

720 ほか89
10

度

節 需用費 809

観光

令

案内誘客業務21,6

和

00、観光ＰＲ業務委

 

託8,000
12節 

3

委託費 29,600

1

年

4節 工事請負費 0

恋

度

人の聖地負担金5,0

令

00、峰の原高原観光

和

協会負担金6,000

 

 ほか24,720
1

4

8節 負担金補助及び

年

交付金 35,720

そ

度

の他1,621
その他

令

1,621

和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 シルキー観光案内所への観光客数

算　　式 シルキー観光案内所での観光客利用者数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 2,000 2,000 2,500 2,500 3,000
目 標 値

実 績 5,661

指標選定 観光案内所へ訪れる観光客数により、戦略的なＰＲの効果が計れる

の 理 由

最終年度 大型イベント等の実施の有無により利用者数が増減するが、コロナ禍の状況もあり2019年度（平成元年度）の

目標の根拠 実績値（2,979人）を維持する

指 標 名 観光地利用者数

算　　式 観光地利用者統計調査による 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標



委

題解決に貢献している

託

か

・事業の目的が達成

費

できるような事業内容

1

になっているか

●観光

4

協会が実施したスイー

節

ツスタンプラリーやす

 

ざかしガチャは店舗に

工

直接お金が落ちるため

事

、目に見えた

効果が上

請

がっている。
評   

負

価

コメント

・成果を落

費

とさずにコストを削減

1

する方法はあるか

効 

8

率 性 ・効率性向上に

節

努めているか 変わらな

 

い

・使用料などの受益

負

者負担や補助対象事業

担

の範囲など、財源確保

金

の余地はないか

●事業

補

実施にあたり、費用対

助

効果で考え、効率性を

及

考慮しながら誘客施策

び

を検証する。

評   

交

価

コメント

振り返り（

付

決算年度の取組み課題

金

）

●R2年度に引き続

そ

き、コロナ禍ではあっ

の

たが、須坂市観光協会

他

と連携し、ウィズコロ

Ｃ

ナ、アフターコロナを

Ｈ

見据えた観光

誘客に向

Ｅ

けた取り組みができた

Ｃ

。

●パンフレットの作

Ｋ

成、観光情報の提供を

個

実施した。

●観光ＰＲ

別

業務委託では須坂市を

評

紹介する映像制作に取

価

り組んだ。作成した映

項

像は様々な場面（旅行

目

会社との商談会、イ

ベ

評

ント出展、出前講座な

価

ど）で活用を図ること

観

ができる。

点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品470、印刷製本2

和

,080 ほか214

 

10節 需用費 2,7

4

64

観光案内誘客業務

年

47,600、観光Ｐ

度

Ｒ業務委託8,000

当

 ほか110
12節 

初

委託費 55,710

1

予

4節 工事請負費 0

恋

算

人の聖地負担金10,

　

000、峰の原高原観

事

光協会負担金4,00

業

0 ほか10,390

費

18節 負担金補助及

の

び交付金 24,390

内

その他2,044
その

訳

他 2,044

ＣＨＥＣ

主

Ｋ

個別評価

項目 評価観

な

点 評価内容

・市民の生

節

命・財産を守るため市

金

が実施することが必要

額

不可欠な事業であるか

内

・行政内部の管理運営

容

上必要な事業であるか

7

必 要 性 ・市が主体

節

となり実施すべき事業

 

か 普通

・法的な根拠や

 

公的関与の妥当性はあ

報

るか

・目的は結果（施

償

策の目指す理想）に結

費

びついているか

●市独

1

自の観光資源を活かし

0

、誘客に積極的に取り

節

組むことで観光産業の

 

推進を図る。

評   

需

価

コメント

・事業の成

用

果は上がっているか

・

費

目標に対する達成度は

1

十分か

有 効 性 ・市

2

民生活上の課題解決に

節

貢献しているか 有効

・

 

行政内部の管理上の課



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

長野県の強みである自然や山岳観光、更にはブランド アフターコロナを見据え、地域資源を活か

内

した知名度

力のある果

部

物や味噌等の地域資源

評

を活かしながら関係 の

価

向上を図っていく有効

【

な施策である。

機関と

二

も連携し、知名度向上

次

とコロナ終息後を見据

】

え

て来訪客の確保を図

4

るうえでも有効な施策

頁

である。

外部評価

次年

Ａ

度以降の方向性

外部評

Ｃ

価コメント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

和 6年度　予定 令和

規

 7年度　予定

完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 荒井

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3425

事務事業名 4187 観光施設整備事業

所　　属 150300 産業振興部・商業観光課

施　　策 06023300 地域資源を活かした観光の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 070103 商工費・商工費・観光費
科目

事業 030000 観光施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

観光地における観光案内板や案内標識の整備による観 魅力ある観光地づくりと観光振興、来訪者の安全確保

光客の誘導、回遊を促進し観光客の皆さまが安全で快 のため、峰の原地区観光レクリエーション施設等整備

適に楽しんでいただけるようにするとともに観光基盤 事業補助金や登山道等の修繕を行う。

整備を行う。  

【ヒア補足】

●林道の復

内

旧は現時点で具体的ス

部

ケジュールは未確定

。

評

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

価

績及び予定

令和 2年

【

度　実績 令和 3年度

二

　実績

米子大瀑布遊歩

次

道測量設計業務ほか7

】

92千円 峰の原地区観

1

光レクリエーション施

頁

設等整備事業補助

米子

令

大瀑布登山道権現沢橋

和

修繕ほか3,361千

　

円 金（ふるさと寄附金

４

）30,000千円

前

年

山つつじ公園案内看板

度

設置工事490千円 峰

　

の原地区観光レクリエ

行

ーション施設等整備事

政

業補助

指定避難所（須

評

坂温泉古城荘）耐震補

価

強等工事負担金 金（辺

事

地債）166,474

業

千円

137,980千

別

円 米子大瀑布整備工事

シ

7,300千円ほか

令

ー

和 4年度　予定 令和

ト

 5年度　予定

峰の原

実

地区観光レクリエーシ

計

ョン施設等整備事業補

対

助 峰の原地区観光レク

象

リエーション施設等整

評

備事業補助

金（辺地債

価

） 金（辺地債）

米子大

対

瀑布整備工事ほか 米子

象

大瀑布整備工事ほか

令



度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 148,692 194,211

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 147,900 181,000

その他 2,336 8,152

一般財源 △1,544 5,059

正規職員 0.7 0.7
人員数

会計年度（フル） 0.2 0.2
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.

内

0

正規職員 4,977

部

.7 4,977.7

人

評

　員 会計年度（フル）

価

659.0 659.0

【

コスト 会計年度（パー

二

ト） 0.0 0.0

計 5

次

,636.7 5,63

】

6.7

市民一人当たり

2

の経費 3.0 3.8

総

頁

額 154,328.7

指

199,847.7

（

 

単位：千円）

令和 3

標

年度決算　事業費の内

 

訳

主な節 金額 内容

7節

名

  報償費 0

10節 

算

需用費 0

12節 委託

　

費 0

観光案内看板設置

　

工事　792
14節 

式

工事請負費 792

須坂

単

市峰の原地区観光レク

位

リエーション施設等整

年

備事業補助金 147

　

,900
18節 負担

　

金補助及び交付金 14

度

7,900

その他 0

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 山間部での遊歩道の整備不足による事故件数

算　　式 米子遊歩道整備不足による事故件数 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 0 0 0 0 0
目 標 値

実 績 0 0 0 0 0

指標選定 遊歩道整備不足による事故を防ぐ。

の 理 由

最終年度 遊歩道整備不足による事故を防ぐ。

目標の根拠

指 標 名 観光地利用者数

算　　式 観光地利用者統計調査による数値 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 550,000 650,000 700,000 750,000 800,000
目 標 値

実 績 621,600

指標選定 観光地利用者統計調査による数値のため

の 理 由

最終年



委

業内容になっているか

託

●スキー場に降雪機を

費

導入することで安定的

1

に雪を確保でき、施設

4

利用者の利便性向上に

節

資することができた

。

 

評   価

コメント

・

工

成果を落とさずにコス

事

トを削減する方法はあ

請

るか

効 率 性 ・効率

負

性向上に努めているか

費

変わらない

・使用料な

1

どの受益者負担や補助

8

対象事業の範囲など、

節

財源確保の余地はない

 

か

●後年度負担等を考

負

慮しながら、施設整備

担

を実施する。

評   

金

価

コメント

振り返り（

補

決算年度の取組み課題

助

）

●辺地債を活用し、

及

峰の原スキー場の施設

び

整備を実施することが

交

できた。ハード面の整

付

備だけでなく、ソフト

金

面の充実も

図ることで

そ

多くの方がスキー場を

の

利用するように工夫が

他

必要。

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

米子大瀑

和

布登山道等災害復旧測

 

量設計委託料 500

4

12節 委託費 500

年

観光案内看板設置工事

度

800、米子大瀑布整

当

備工事11,911
1

初

4節 工事請負費 12

予

,711

須坂市峰の原

算

地区観光レクリエーシ

　

ョン施設等整備事業補

事

助金181,000
1

業

8節 負担金補助及び

費

交付金 181,000

の

その他 0

ＣＨＥＣＫ

個

内

別評価

項目 評価観点 評

訳

価内容

・市民の生命・

主

財産を守るため市が実

な

施することが必要不可

節

欠な事業であるか

・行

金

政内部の管理運営上必

額

要な事業であるか

必 

内

要 性 ・市が主体とな

容

り実施すべき事業か 普

7

通

・法的な根拠や公的

節

関与の妥当性はあるか

 

・目的は結果（施策の

 

目指す理想）に結びつ

報

いているか

●観光客の

償

皆さんが快適に観光施

費

設を利用できるよう整

1

備する必要がある。

評

0

   価

コメント

・事

節

業の成果は上がってい

 

るか

・目標に対する達

需

成度は十分か

有 効 

用

性 ・市民生活上の課題

費

解決に貢献しているか

1

有効

・行政内部の管理

2

上の課題解決に貢献し

節

ているか

・事業の目的

 

が達成できるような事



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

観光施設の安全対策と利便性の向上を図り、来訪客が 観光施設における安心安全と利便性の向上

内

を図るうえ

快適に過ご

部

していただくためにも

評

必要な施策である。 で

価

有効な施策である。

外

【

部評価

次年度以降の方

二

向性

外部評価コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

する。市民プラザは、

規

須坂駅前の玄関口とし

完

て、 開放する。市民プ

了

ラザは、須坂駅前の玄

事

関口として、

観光情報

業

をはじめ、様々な情報

ゼ

提供のばとして活用す

ロ

観光情報をはじめ、様

予

々な情報提供のばとし

算

て活用す

る。 る。

事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 大峽武

全体計画 経費区分 － 内線 3425

事務事業名 4189 シルキーホール管理事業

所　　属 150300 産業振興部・商業観光課

施　　策 06023300 地域資源を活かした観光の振興

会計 01 一般会計
予算

科目 070104 商工費・商工費・シルキーホール費
科目

事業 010000 シルキーホール管理事業

事業目的 事業概要・効果 

市民文化の向上を図り、ふれあいの場を提供するため 多目的集会施設として広く市民に開放し、諸会議・各

、多目的集会施設として広く市民に開放し、利用の推 種研修会・サークル活動等の研鑚の場として利用され

進に努める。 た。

市民プラザを須坂市観光協会に委託し、観光案内拠点

や来訪者の休憩場所として活用している。

ＰＬ

内

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

部

び予定

令和 2年度　

評

実績 令和 3年度　実

価

績

コロナの影響で、ホ

【

ールの利用者数、市民

二

プラザの入 コロナ禍の

次

影響で、県の警戒レベ

】

ルが上がっても施設

館

1

者数は大幅に減少した

頁

。 の利用は中止とせず

令

、感染対策を取りなが

和

ら開放した

。

令和 4

　

年度　予定 令和 5年

４

度　予定

シルキーホー

年

ルは、多目的集会施設

度

として広く市民に シル

　

キーホールは、多目的

行

集会施設として広く市

政

民に

開放する。市民プ

評

ラザは、須坂駅前の玄

価

関口として、 開放する

事

。市民プラザは、須坂

業

駅前の玄関口として、

別

観光情報をはじめ、様

シ

々な情報提供のばとし

ー

て活用す 観光情報をは

ト

じめ、様々な情報提供

実

のばとして活用す

る。

計

る。

令和 6年度　予

対

定 令和 7年度　予定

象

シルキーホールは、多

評

目的集会施設として広

価

く市民に シルキーホー

対

ルは、多目的集会施設

象

として広く市民に

開放



 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 8,894 8,932

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 96 90

一般財源 8,798 8,842

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 1,422.2 1,422.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 154.1 154.1

計 1,576.3 1,576.3

市民一人当たりの経費 0.2 0.2

総額 1

内

0,470.3 10,

部

508.3

（単位：千

評

円）

令和 3年度決算

価

　事業費の内訳

主な節

【

金額 内容

7節  報償

二

費 0

電気料1,577

次

、修繕料170
10節

】

 需用費 1,747

指

2

定管理委託料4,89

頁

3、空調保守点検22

指

5
12節 委託費 5,

 

118

14節 工事請

標

負費 0

共用管理費負担

 

金ほか1,860
18

名

節 負担金補助及び交

算

付金 1,860

電話料

　

39、使用料賃借料1

　

30
その他 169

式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 シルキーホール利用者

算　　式 第１、第２ホール利用者 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 12,614 12,614 12,614 12,614 12,614
目 標 値

実 績 12,614

指標選定 利用状況が的確に把握できるため

の 理 由

最終年度 コロナ禍であるが、施設の利用を維持する。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理



委

心市街地（須坂駅前）

託

立地ということで、賑

費

わい創出の場として有

1

効である。

評   価

4

コメント

・成果を落と

節

さずにコストを削減す

 

る方法はあるか

効 率

工

 性 ・効率性向上に努

事

めているか やや悪化

・

請

使用料などの受益者負

負

担や補助対象事業の範

費

囲など、財源確保の余

1

地はないか

昭和61年

8

建設で修繕箇所が増え

節

ている。コロナの影響

 

等で利用者も減少傾向

負

にある。

評   価

コ

担

メント

振り返り（決算

金

年度の取組み課題）

利

補

用者ニーズに沿い、利

助

用率向上に努める。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

電気

令

料1,500、修繕料

和

100
10節 需用費

 

1,600

指定管理者

4

委託料4,893、空

年

調保守点検225
12

度

節 委託費 5,118

当

14節 工事請負費 0

初

共用管理費負担金ほか

予

2,000
18節 負

算

担金補助及び交付金 2

　

,000

電話料45、

事

使用料賃借料169
そ

業

の他 214

ＣＨＥＣＫ

費

個別評価

項目 評価観点

の

評価内容

・市民の生命

内

・財産を守るため市が

訳

実施することが必要不

主

可欠な事業であるか

・

な

行政内部の管理運営上

節

必要な事業であるか

必

金

 要 性 ・市が主体と

額

なり実施すべき事業か

内

普通

・法的な根拠や公

容

的関与の妥当性はある

7

か

・目的は結果（施策

節

の目指す理想）に結び

 

ついているか

多目的集

 

会施設として、広く市

報

民に開放し、諸会議・

償

サークル活動等の研鑽

費

の場として利用。

評 

1

  価

コメント

・事業

0

の成果は上がっている

節

か

・目標に対する達成

 

度は十分か

有 効 性

需

・市民生活上の課題解

用

決に貢献しているか 有

費

効

・行政内部の管理上

1

の課題解決に貢献して

2

いるか

・事業の目的が

節

達成できるような事業

 

内容になっているか

中



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

施設の維持管理を適切に行うことで利便性の向上を図 指定管理者制度により、施設の適正な管理

内

運営を継続

り、利用者

部

が快適に使用していた

評

だくためにも必要な す

価

る。

施策である。

外部

【

評価

次年度以降の方向

二

性

外部評価コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮川

全体計画 経費区分 － 内線 3007

事務事業名 4043 国際交流等事業

所　　属 050200 総務部・政策推進課

施　　策 06023400 特色を生かした地域振興の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 020109 総務費・総務管理費・企画費
科目

事業 040000 国際交流等事業

事業目的 事業概要・効果 

　国際化の進展に伴い、友好都市との交流を深め、国 　平成６年度の中国吉林省四平市との国際友好都市の

際化に対応した人づくりを推進する。 締結から21年経過し、親善交流事業として行っている

友好訪問などは両市の友好と交流に寄与している。

　また、様々な機会を通じ、国際交流の進展を図る。

平成28年度は長野県及び須坂市日中友好協会創立60周

内

年という節目の年を迎

部

え、それぞれ記念式典

評

を実施し

たほか、20

価

20東京オリパラホス

【

トタウンに県との共同

二

参加を表明したことで

次

、オリパラを通じ友好

】

都市のみ

ならず、中国

1

全域との交流に発展す

頁

ることが期待され

る。

令

　

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度

和

実績及び予定

令和 2

　

年度　実績 令和 3年

４

度　実績

須坂市日中友

年

好協会定期総会並びに

度

長野県日中友好都 須坂

　

市日中友好協会定期総

行

会並びに長野県日中友

政

好都

市交流会議への参

評

加 市交流会議への参加

価

令和 4年度　予定 令

事

和 5年度　予定

須坂

業

市日中友好協会定期総

別

会並びに長野県日中友

シ

好都

市交流会議への参

ー

加

令和 6年度　予定

ト

令和 7年度　予定

実計対象 評価対象



1,487

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.1 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 711.1 711.1

人　員 会計年度（フル） 329.5 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,040.6 711.1

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 1,070.6 2,198.1

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

ホストタウン長野県実行委員会負担金30
18節 負担金補助及び交

内

付金 30

その他 0

部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 30 1,487

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 30



委

ているか 変わらない

・

託

使用料などの受益者負

費

担や補助対象事業の範

1

囲など、財源確保の余

4

地はないか

最低限の費

節

用で行っている。友好

 

都市締結における申し

工

送り事項として相互受

事

入を可能とする最低限

請

の費

用を予算計上して

負

いるもの。
評   価

費

コメント

振り返り（決

1

算年度の取組み課題）

8

ホストタウンとして自

節

主事業を行ったほか、

 

中核事業に協力するな

負

ど役割を果たすことが

担

できた。

金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

通訳等謝礼100、記

令

念品代80
7節  報

和

償費 180

消耗品10

 

、食糧費300
10節

4

 需用費 310

12節

年

 委託費 0

14節 工

度

事請負費 0

18節 負

当

担金補助及び交付金 0

初

旅費997
その他 99

予

7

ＣＨＥＣＫ

個別評価

算

項目 評価観点 評価内容

　

・市民の生命・財産を

事

守るため市が実施する

業

ことが必要不可欠な事

費

業であるか

・行政内部

の

の管理運営上必要な事

内

業であるか

必 要 性

訳

・市が主体となり実施

主

すべき事業か 普通

・法

な

的な根拠や公的関与の

節

妥当性はあるか

・目的

金

は結果（施策の目指す

額

理想）に結びついてい

内

るか

須坂市と友好都市

容

締結がされている。

評

7

   価

コメント

・事

節

業の成果は上がってい

 

るか

・目標に対する達

 

成度は十分か

有 効 

報

性 ・市民生活上の課題

償

解決に貢献しているか

費

普通

・行政内部の管理

1

上の課題解決に貢献し

0

ているか

・事業の目的

節

が達成できるような事

 

業内容になっているか

需

各種事業を行い事業の

用

目的を達成することが

費

できた。

評   価

コ

1

メント

・成果を落とさ

2

ずにコストを削減する

節

方法はあるか

効 率 

 

性 ・効率性向上に努め



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

多文化共生社会では、それぞれの文化や生活習慣など 異国の文化に触れることは、多文化共生社

内

会の中、多

を正しく理

部

解し深めていくことは

評

必要。 様性を認めるこ

価

とにも繋がる。

外部評

【

価

次年度以降の方向性

二

外部評価コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

0円 寄附額1,200

規

,000,000円

完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 松下

全体計画 令和 4年度 ～ 経費区分 実施計画事業費 内線 3940

事務事業名 16294 信州須坂ふるさと応援寄附金事業

所　　属 050200 総務部・政策推進課

施　　策 06023400 特色を生かした地域振興の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 020109 総務費・総務管理費・企画費
科目

事業 050000 信州須坂ふるさと応援寄附金事業

事業目的 事業概要・効果 

●信州須坂ふるさと応援寄附金の募集等を通じ、市の ●寄附者への返礼品送付を通じて、市の特産品や市に

特色である果物をはじめ、各種地場産品のPRを行い、 対するファンを作るとともに、関係人口創出につなげ

産業振興や地域振興につなげる。 る。

●返礼品への同梱物やＳＮＳを活用し、市

内

のＰＲも効 ●寄附者が

部

希望する使途に従い、

評

寄附金をふるさとづ

果

価

的に行い、関係人口の

【

創出につなげる。 くり

二

に役立てる。

●総務省

次

が定めるルールを基本

】

とした上で、市の財源

1

確保に向け、寄附者へ

頁

の効果的な訴求ができ

令

るよう事

業内容を工夫

和

しながら、市のPRも

　

含め効果的な事業運

営

４

を行う。

ＰＬＡＮ－Ｄ

年

Ｏ

年度実績及び予定

令

度

和 2年度　実績 令和

　

 3年度　実績

寄附額

行

1,470,702,

政

000円（寄附件数：

評

108,607件） 寄

価

附額2,371,41

事

2,005円（寄附件

業

数：179,607件

別

）

寄附額は県内３位、

シ

寄附件数については県

ー

内１位の寄

附受入実績

ト

となった。

令和 4年

実

度　予定 令和 5年度

計

　予定

寄附額1,20

対

0,000,000円

象

寄附額1,200,0

評

00,000円

令和 

価

6年度　予定 令和 7

対

年度　予定

寄附額1,

象

200,000,00



年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 2,726,743 2,006,607

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 2,726,743 2,006,607

一般財源 0 0

正規職員 1.4 2.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 1.6 1.7

正規職員 9,955.4 14,222.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 2,4

内

65.6 2,619.

部

7

計 12,421.0

評

16,841.7

市民

価

一人当たりの経費 52

【

.4 38.7

総額 2,

二

739,164.0 2

次

,023,448.7

】

（単位：千円）

令和 

2

3年度決算　事業費の

頁

内訳

主な節 金額 内容

返

指

礼品の調達に係る費用

 

　639,780
7節

標

  報償費 639,7

 

80

10節 需用費 0

名

ふるさと納税専用受付

算

サイト構築委託料 2

　

,171
12節 委託

　

費 2,820
ふるさと

式

納税管理システム保守

単

委託料 649

14節

位

 工事請負費 0

18節

年

 負担金補助及び交付

　

金 0

通信運搬費5,4

　

41､手数料566,

度

708､基金積立金1

令

,509,733、人

和

件費2,261 
その

 

他 2,084,143

3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 信州須坂ふるさと応援寄附金の返礼品提供事業者数

算　　式 ふるさと納税返礼品について提供実績（１件以上）のあった事業者数を計測 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績 90

指標選定 寄附金増額のためには返礼品ラインナップの充実が欠かせない。また、多種多様な返礼品があることで市の認

の 理 由 知度アップにつながる。

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6



委

果が出ている。

評  

託

 価

コメント

・成果を

費

落とさずにコストを削

1

減する方法はあるか

効

4

 率 性 ・効率性向上

節

に努めているか やや向

 

上

・使用料などの受益

工

者負担や補助対象事業

事

の範囲など、財源確保

請

の余地はないか

経費率

負

が減少（53.4％→

費

48.2％）しており

1

、効率性の向上が図ら

8

れた。

評   価

コメ

節

ント

振り返り（決算年

 

度の取組み課題）

寄附

負

額の増加に伴い、ワン

担

ストップ特例申請受付

金

などの事務量が増加し

補

、職員の負担が大きい

助

。

上記事務の委託によ

及

り事務の軽減を図って

び

いく。

交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

寄附者謝礼 498,

令

149
7節  報償費

和

498,149

10節

 

 需用費 0

ふるさと納

4

税管理システム保守委

年

託料 847
12節 

度

委託費 847

14節 

当

工事請負費 0

18節 

初

負担金補助及び交付金

予

0

通信運搬費3,25

算

7､手数料402,1

　

60､基金積立金1,

事

096,582、人件

業

費5,612 
その他

費

1,507,611

Ｃ

の

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

内

評価観点 評価内容

・市

訳

民の生命・財産を守る

主

ため市が実施すること

な

が必要不可欠な事業で

節

あるか

・行政内部の管

金

理運営上必要な事業で

額

あるか

必 要 性 ・市

内

が主体となり実施すべ

容

き事業か 普通

・法的な

7

根拠や公的関与の妥当

節

性はあるか

・目的は結

 

果（施策の目指す理想

 

）に結びついているか

報

ふるさと納税の制度に

償

従い実施

評   価

コ

費

メント

・事業の成果は

1

上がっているか

・目標

0

に対する達成度は十分

節

か

有 効 性 ・市民生

 

活上の課題解決に貢献

需

しているか 大変有効

・

用

行政内部の管理上の課

費

題解決に貢献している

1

か

・事業の目的が達成

2

できるような事業内容

節

になっているか

年々寄

 

附額が増加しており成



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大） 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

ふるさと応援寄附金を通じ果物をはじめ、各種地場産 寄附金を通じて、須坂市を応援してくださ

内

る方が年々

品のPRを

部

行い、産業振興や地域

評

振興につなげ関係人口

価

増えており、須坂市の

【

関係人口を増やすため

二

にも重要

の創出には期

次

待大。職員に負担が大

】

きい部分、経費削 な事

4

業である。手数料等必

頁

要経費の削減と、効果

Ａ

的な

減には改善が必要

Ｃ

。 事業運営が課題であ

Ｔ

る。

外部評価

次年度以

Ｉ

降の方向性

外部評価コ

Ｏ

メント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小林、岡田

全体計画 経費区分 － 内線 3137、3139

事務事業名 4044 地域活性化事業

所　　属 050200 総務部・政策推進課

施　　策 06023400 特色を生かした地域振興の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 020114 総務費・総務管理費・地域振興費
科目

事業 010000 地域活性化事業

事業目的 事業概要・効果 

　地域づくりの理念に基づき、市民との共創で須坂市 文字や写真だけでは伝えきることができない動画の特

にしかない地域資源を全国に発信する事業を企画実施 性を活かし、Goolightと連携した編集動画を、新たに

し、須坂ブランドを確立し育て、交流人口を増やすと LINEを加えたSNSを活用し配信する。

ともに市民の誇りや

内

地元愛を醸成する。

Ｐ

部

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

評

及び予定

令和 2年度

価

　実績 令和 3年度　

【

実績

「結婚支援事業」

二

の委託等により、地域

次

活性化を図る 市内の団

】

体や各町の活動等を番

1

組やSNS等で紹介し

頁

た

。市内の団体や各町

令

の活動等を番組やSN

和

S等で紹介し 。

た。

令

　

和 4年度　予定 令和

４

 5年度　予定

市内の

年

団体や各町の活動等を

度

番組やSNS等で紹介

　

する 市内の団体や各町

行

の活動等を番組やSN

政

S等で紹介する

。 。

令

評

和 6年度　予定 令和

価

 7年度　予定

市内の

事

団体や各町の活動等を

業

番組やSNS等で紹介

別

する 市内の団体や各町

シ

の活動等を番組やSN

ー

S等で紹介する

。 。

ト

実計対象 評価対象



年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,003 8,370

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 2,648 6,000

一般財源 1,355 2,370

正規職員 0.7 0.7
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 4,977.7 4,977.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 4,977.7 4,977.7

市民一人当たりの経費 0.2 0.3

総額 8,980.7 13,347.7

（単位：千円）

令和

内

 3年度決算　事業費

部

の内訳

主な節 金額 内容

評

7節  報償費 0

10

価

節 需用費 0

地域情報

【

チャンネル番組制作1

二

,320
12節 委託

次

費 1,320

14節 

】

工事請負費 0

地域づく

2

り団体活動支援補助金

頁

 521
18節 負担

指

金補助及び交付金 52

 

1

地域づくり団体等活

標

動支援貸付金2,12

 

7、費用弁償35
その

名

他 2,162

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 設定指標なし（「結婚支援事業」を「移住交流・結婚支援事業」に組み替えたため）

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位 組

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 設定指標なし（SNSによる情報発信における該当指標なし）

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3



委

支援するなど、地域課

託

題解決に貢献している

費

。

評   価

コメント

1

・成果を落とさずにコ

4

ストを削減する方法は

節

あるか

効 率 性 ・効

 

率性向上に努めている

工

か 変わらない

・使用料

事

などの受益者負担や補

請

助対象事業の範囲など

負

、財源確保の余地はな

費

いか

結婚支援について

1

は、国などの補助制度

8

を活用している。

評 

節

  価

コメント

振り返

 

り（決算年度の取組み

負

課題）

結婚支援事業に

担

おける交流イベントは

金

、新型コロナウイルス

補

感染症の影響により計

助

画どおり実施できなか

及

った。コロナ禍

でも実

び

施できる方法を検討し

交

、できるだけ出会いの

付

場を提供していきたい

金

。

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

謝礼400
7節  報

令

償費 400

食糧費30

和

10節 需用費 30

地

 

域情報チャンネル番組

4

制作1,320
12節

年

 委託費 1,320

1

度

4節 工事請負費 0

地

当

域づくり団体活動活動

初

支援補助金1,500

予

18節 負担金補助及

算

び交付金 1,500

費

　

用弁償120、地域づ

事

くり団体等活動支援貸

業

付金5,000
その他

費

5,120

ＣＨＥＣＫ

の

個別評価

項目 評価観点

内

評価内容

・市民の生命

訳

・財産を守るため市が

主

実施することが必要不

な

可欠な事業であるか

・

節

行政内部の管理運営上

金

必要な事業であるか

必

額

 要 性 ・市が主体と

内

なり実施すべき事業か

容

普通

・法的な根拠や公

7

的関与の妥当性はある

節

か

・目的は結果（施策

 

の目指す理想）に結び

 

ついているか

今後も市

報

民との共創で地域づく

償

りを進めていく。

評 

費

  価

コメント

・事業

1

の成果は上がっている

0

か

・目標に対する達成

節

度は十分か

有 効 性

 

・市民生活上の課題解

需

決に貢献しているか 普

用

通

・行政内部の管理上

費

の課題解決に貢献して

1

いるか

・事業の目的が

2

達成できるような事業

節

内容になっているか

地

 

域づくり団体の活動を



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

地域づくり団体の活動を支援し、地域課題解決に貢献 総合計画で謳う「共創のまち」に向けて、地域

内

住民自

。今後も市民と

部

の共創で地域づくりを

評

進めていく。 ら地域の

価

課題を発見して解決し

【

ていくが必要であり、

二

それらを行う地域団体

次

への支援は重要

外部評

】

価

次年度以降の方向性

4

外部評価コメント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

部（学科）1000人

規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　予定 令和 5年度　予定

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　４年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 村石　孝子

全体計画 平成26年度 ～ 平成28年度 経費区分 実施計画事業費 内線 3522

事務事業名 4227 蔵の町並みキャンパス運営助成事業

所　　属 200200 まちづくり推進部・まちづくり課

施　　策 06023400 特色を生かした地域振興の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 080401 土木費・都市計画費・都市計画総務費
科目

事業 040000 蔵の町並みキャンパス運営助成事業

事業目的 事業概要・効果 

歴史と文化の遺産である蔵造り等の建物を活用し、キ 歴史と文化の集積である蔵造の建物等を学生の研究や

ャンパスとして学生が研究・交流する中で、21世紀を 授業の場として活用し、その成果を発信し、文化・産

担う知の創出と情報発信を行う。ま

内

た、新たな研究・ 業遺

部

産として次世代へ継承

評

するとともに、産・学

価

・官

教育機能を持った

【

都市づくりを産・学・

二

官・民の協働 ・民の協

次

働による新たな研究機

】

能をもったまちづくり

1

により行う。 を行う。

頁

ヒア補足】

●R2の参

令

加はコロナの影響もあ

和

り、信大・県立大・清

　

泉短大・名古屋大のみ

４

。

●少人数グループで

年

の建物見学など実施。

度

●R2は成果発表を未

　

実施であるが、成果物

行

の展示とい

う形で実施

政

した。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

評

年度実績及び予定

令和

価

 2年度　実績 令和 

事

3年度　実績

４校５学

業

部（学科）　300人

別

（コロナ禍の影響によ

シ

る ５校７学部（学科）

ー

　520人（コロナ禍

ト

の影響による

） ）

令和

実

 4年度　予定 令和 

計

5年度　予定

７校９学

対

部（学科）1000人

象

７校９学部（学科）1

評

000人

令和 6年度

価

　予定 令和 7年度　

対

予定

７校９学部（学科

象

）1000人 ７校９学



7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費 358 900

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 358 900

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.0

正規職員 2,844.4 2,844.4

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 154.1 0.0

計 2,998.5 2,844.4

市民一人当たりの経費

内

0.1 0.1

総額 3,

部

356.5 3,744

評

.4

（単位：千円）

令

価

和 3年度決算　事業

【

費の内訳

主な節 金額 内

二

容

7節  報償費 0

1

次

0節 需用費 0

12節

】

 委託費 0

14節 工

2

事請負費 0

蔵の町並み

頁

キャンパス事業負担金

指

358
18節 負担金

 

補助及び交付金 358

標

その他 0

 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 3年度 令和 4年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 3年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 蔵の町並みキャンパス年間延べ参加者数

算　　式 年間延べ参加者数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 420 1,000 1,000 1,000 1,000
目 標 値

実 績 520

指標選定 須坂市の歴史的資産、資源を活用した蔵の町並みキャンパスにより、地域振興を図るため。

の 理 由

最終年度 参加大学の学生数（過去の実績を基に算定）

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 



委

た。

評   価

コメン

託

ト

・成果を落とさずに

費

コストを削減する方法

1

はあるか

効 率 性 ・

4

効率性向上に努めてい

節

るか 変わらない

・使用

 

料などの受益者負担や

工

補助対象事業の範囲な

事

ど、財源確保の余地は

請

ないか

コロナ過の影響

負

が収れば、多くの学校

費

が参加することができ

1

、交流や賑わいの創出

8

、研究の場を増やすこ

節

とが

できる。また、産

 

官民の連携で研究の場

負

を提供し、より多くの

担

成果に反映させること

金

ができるように取り組

補

ん
評   価

でいく。

助

コメント

振り返り（決

及

算年度の取組み課題）

び

コロナ過の影響により

交

、学校側の活動が制限

付

され、できる範囲で工

金

夫した取り組みを行っ

そ

た。研究調査などは人

の

数やグル

ープ分けなど

他

行い、会議などはリモ

Ｃ

ート参加なども活用し

Ｈ

て開催した。また、発

Ｅ

表会なども全体で集ま

Ｃ

ることは避け、学

校ご

Ｋ

との発表を市のホーム

個

ページで情報発信する

別

など工夫をした取り組

評

みを行った。

価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 4

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

蔵の町並みキ

4

ャンパス事業負担金9

年

00
18節 負担金補

度

助及び交付金 900

そ

当

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

初

評価

項目 評価観点 評価

予

内容

・市民の生命・財

算

産を守るため市が実施

　

することが必要不可欠

事

な事業であるか

・行政

業

内部の管理運営上必要

費

な事業であるか

必 要

の

 性 ・市が主体となり

内

実施すべき事業か 高い

訳

・法的な根拠や公的関

主

与の妥当性はあるか

・

な

目的は結果（施策の目

節

指す理想）に結びつい

金

ているか

学校が蔵の町

額

並みを活用した調査研

内

究に取り組むことで、

容

歴史的な建造物の保存

7

活用につながる可能性

節

があり

、産学官民が連

 

携することで、交流や

 

新たな研究機能を持っ

報

たまちづくりにつなが

償

る。
評   価

コメン

費

ト

・事業の成果は上が

1

っているか

・目標に対

0

する達成度は十分か

有

節

 効 性 ・市民生活上

 

の課題解決に貢献して

需

いるか 普通

・行政内部

用

の管理上の課題解決に

費

貢献しているか

・事業

1

の目的が達成できるよ

2

うな事業内容になって

節

いるか

コロナ禍により

 

、活動が制限されてい



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

今年度もコロナ禍により、規模の縮小、成果発表会も 学生がキャンパスとして歴史と文化の遺産

内

である蔵造

中止となっ

部

たが、リモート会議や

評

分散での調査など工 り

価

等の建物の残る街に入

【

り研究・交流ことによ

二

り、地

夫をして取組ん

次

だ学校もあった。引続

】

き各学校の特色 域の活

4

性化やまちづくりつな

頁

がる。

がいかされるよ

Ａ

うに支援をする。

外部

Ｃ

評価

次年度以降の方向

Ｔ

性

外部評価コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


